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埼玉県5か年計画～日本一暮らしやすい埼玉へ～
（令和4年度～令和8年度）



埼玉県
デジタル技術を活用した県民の利便性の向上
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５か年計画

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0102/5-keikaku/04-index.html

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0102/5-keikaku/04-index.html


そもそもDXって何？



埼玉県
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デジタル技術の浸透による変革がＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）

デジタル技術の浸透によって、

人々の生活をあらゆる面でより良い方向に

変化させること
デジタル技術の浸透

※“Trans” を英語圏では”X”と訳する習慣からDXと表記される。

デジタル（Digital）と変革を意味するトランスフォーメーション（Transformation）により作られた造語

DX※ デジタルトランスフォーメーション

デジタル技術の浸透により、これまでの製品、

サービス、業務を変革し、新たな価値を創出

することで競争上の優位性を確立すること

社会的視点での意味合い

事業的視点での意味合い

DXって何

ＤＸとは



埼玉県
埼玉県を取り巻く環境の変化

● 自然災害の多発、新型コロナ感染拡大

災害の多発や急速に進む人口減少・高齢化などの社会課題への対応が必要

埼玉県における近年の大規模自然災害

令和元年10月 台風19号（家屋損壊、床上浸水 等）

平成26年2月 大雪（家屋損壊、農業被害 等）

平成25年9月 竜巻（家屋損壊 等）

平成23年3月 東日本大震災（液状化現象、家屋損壊 等）

台風

地震

雪害

風災害

台風

地震

雪害

新型コロナ
感染拡大

● 近い将来における急激な人口減少・高齢化

埼玉県の人口の推移と将来人口の見通し（年齢３区分別）

マイナス圏へ

生産年齢人口
のピーク

ピーク時の７割

人口増加率のピーク

総人口の
３分の１
超に
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DXって何



埼玉県
DXの必要性

複雑化する社会課題の解決にはデジタル技術が社会へ浸透し社会全体のDXが必要

社会課題の解決

複雑化

デジタル技術

＋

社会への浸透

急激な人口減少・高齢化

新型ウイルス、大規模地震等の
災害の頻発

デジタル技術の進化による
産業構造の変化等

デジタル技術

自動運転

５G

ドローン

AI IoT

IoT

キャッシュレス
決済

ブロックチェーン

これからの社会課題への対応

デジタル技術・インフラの進展
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DXって何



埼玉県
デジタルトランスフォーメーション（DX）のフェーズ
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デジタルパッチ
［デジタイゼーション］

（アナログからデジタルへの置き換え）

デジタルインテグレーション
［デジタライゼーション］

（業務プロセスの見直し・新たな価値創造）

デジタル
トランスフォーメーション

DX
（デジタルによる変革）

紙 デジタル

それぞれのフェーズを意識しながらデジタル化を進めていくことで目標を着実に達成していく

DXの３つのフェーズ

DXって何



埼玉県のデジタル化の取組



埼玉県
埼玉県におけるデジタル化の課題

Withコロナの時代にあって、デジタル化で抜本的にサービスや業務の在り方を変えていくことが必要

課題１

紙主体の業務からの脱却
抜本的な見直しによる
デジタル化への対応

デジタルによる社会全体の変革

課題２ 課題３

• 職場でないと仕事ができない
• 紙とデジタルの両方を管理で非効率
• デジタルのメリットを最大限生かせない

• 非対面でのサービスが実現できない
• 紙からデジタルへの置き換えでは

デジタル化の方が非効率になる

• 働き手の不足など複雑化する社会
課題の解決が困難

• Society5.0のような社会実現が困難

問
題
点

（デジタイゼーション） （デジタライゼーション） （ D X ）

10

埼玉県のデジタル化の取組



埼玉県
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埼玉県のデジタル化の取組

ペーパーレス化の推進

③ペーパーレス支援ソフトウェア

②Webコミュニケーションツール

（有償版）

①ファイル管理システム

④ID管理・認証サービス

クラウド

容量無制限

様々なフォルダ共有設定

検索機能強化

Web会議やチャットによるコミュニケーション活性化

長時間会議・ウェビナーへの対応

職員・組織情報との自動連携による効率化

デジタライゼーションツールの導入

様々な形式のファイルを統合

付箋、マーカー、コメントなど紙感覚での操作

文書の起案・決裁・回覧に活用

ログインID・パスワードの共通化（SSO）

セキュリティの向上（多要素認証）

紙主体の業務からの脱却



埼玉県
ペーパーレス化の推進

紙による決裁を完全ペーパーレス化するため、ペーパーレス化推進モデルとなっている所属において、紙の利便性を
デジタルにおいても実現できるツールを導入し、決裁のペーパーレス化を実施。多数のファイルを一度に開くことがで
きたり、チェックすべきポイントをマーカーするなど、決裁者の利便性を損ねずに紙以上の利便性を確保。

デジタルツールの活用によりほとんどの決裁のペーパーレス化を実現

Before After

R2年度一部モデル所属で実施 R3年度下期に全庁展開

令和４年度上半期のコピー使用量
令和元年度比５５％減

決裁のペーパーレス化
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埼玉県のデジタル化の取組 紙主体の業務からの脱却



埼玉県
ペーパーレス化の推進

幹部への説明や会議・打合せ時の資料について、ペーパーレスで実施。タブレット端末を用いたペーパーレス会議シ
ステム等での会議や、各職員がノートパソコンを持ち寄り、共有ファイルへアクセスして行う会議など、シーンに合わ
せて運用。

また、コロナ感染防止の観点から、参加者全員がWEB会議で行う会議・打合せや、WEB会議と現場の両方で行うハ
イブリッドでの会議も実施。

ペーパーレスにより効率化やコスト削減効果だけでなくテレワーク促進にも寄与

Before After

● 導入による効果

• 資料準備時間の短縮

• 印刷コストの削減

• テレワークの促進

会議のペーパーレス化
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埼玉県のデジタル化の取組 紙主体の業務からの脱却



埼玉県
ペーパーレス化の推進
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埼玉県のデジタル化の取組 紙主体の業務からの脱却

意識改革

①出さない ②持たない ③求めない

紙を出さないことを前提として、ペー
パーレスで業務が完結するようシフトす
る

紙資料を持たない、貰わない、既存資料
の電子化などデータの保存にシフトする

部下や外部に紙資料を求めず、ペーパー
レスで業務が完結するようシフトする

【運動の内容】
Ｚｏｏｍ有償版の導入に伴い、全職員を対象にチャットでの連

絡が可能となる。
そのため、最初の連絡を原則チャットで行い、さらに必要な場

合にのみに電話・web会議を活用するチャットファースト運動を
実施し、職員のチャット連絡の定着を図る。

ペーパーレス化３原則運動

チャットファースト運動 ペーパーレス化ノウハウの情報発信



埼玉県

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

テレワークの推進

取組の経緯 平成29年度よりサテライトオフィスの運用を開始し、テレワークを推進。新型コロナ感染拡大を受
け、サテライトオフィスを拡充するとともに試行的に在宅勤務での業務を開始。

新型コロナ感染の拡大

遠隔操作システム WEB会議システム ビジネスチャット

自宅から業務を行うための遠隔操作システムや職員間との会議やコミュニケーションのための会議
システムやチャット等を整備。

テレワーク環境の本格整備

サテライトオフィスの整備・運用（令和４年１０月現在１８施設５５席）

在宅勤務の試行的実施
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埼玉県のデジタル化の取組 紙主体の業務からの脱却



埼玉県
テレワークの推進
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埼玉県のデジタル化の取組 紙主体の業務からの脱却

所沢地方庁舎

熊谷地方庁
舎

熊谷県土整備事務
所

上尾地方庁舎

〔県外〕
東京事務所
東京都庁（相互利用）

県立久喜図書
館

川越地方庁舎

飯能県土整備事務所

本庄地方庁舎

SR浦和美園駅秩父地方庁舎

東松山県土整備事務所

川越地方庁舎

飯能県土整備事務所

本庄地方庁舎

SR浦和美園駅

越谷県土整備事務所

大宮公園事務所

春日部地方庁舎

本庁
（職員会館）朝霞地方庁舎

埼玉県内のサテライトオフィス

全１８か所（県内１６、県外２）



埼玉県
埼玉県におけるデジタル化の課題

Withコロナの時代にあって、デジタル化で抜本的にサービスや業務の在り方を変えていくことが必要

課題１

紙主体の業務からの脱却
抜本的な見直しによる
デジタル化への対応

デジタルによる社会全体の変革

課題２ 課題３

• 職場でないと仕事ができない
• 紙とデジタルの両方を管理で非効率
• デジタルのメリットを最大限生かせない

• 非対面でのサービスが実現できない
• 紙からデジタルへの置き換えでは

デジタル化の方が非効率になる

• 働き手の不足など複雑化する社会
課題の解決が困難

• Society5.0のような社会実現が困難

問
題
点

（デジタイゼーション） （デジタライゼーション） （ D X ）
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埼玉県のデジタル化の取組



埼玉県
行政手続のオンライン化の推進

行政手続のオンライン化の加速を図るため、申請書等に求めていた押印の96.4％を廃止

〇 押印の見直し方針

認印 ➡ 廃止

登記印・登録印 ➡ 原則として廃止（印鑑証明書の提出を求め、厳格な本人確認が必要なものを除く。）

押印を求める様式の総数 7,414件
（具体例）

押印廃止 7,149件（96.4％）

廃止済み

廃止予定

押印存続 265件（ 3.6％）

国の法令等

県の規則等

（存続する理由）

216件

49件（印鑑証明書を求めるもの）

6,275件

874件

押印の見直し

〇 見直し結果
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埼玉県のデジタル化の取組 抜本的な見直しによるデジタル化への対応



埼玉県
行政手続のオンライン化の推進
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・オンライン化済

R3.2月 14.7% → R4.4月 67.3%（2,927件）

・オンライン化予定 10.6%（ 462件）

・オンライン化検討中 22.1%（ 962件）

○押印廃止によりオンライン化した手続（例）

全体の手続件数 4,351件（R4.4月時点）

手続名称
手続
主体

申請総数

(R2年度)

介護保険法に基づく変更届等 事業者 約2,700件

自動車地球温暖化対策実施状況報告書
県民

事業者
約800件

総合教育センター施設開放事業施設利用日誌 県民 約500件

・ 提出書類として、戸籍謄本の原本などが必要
・ 対面による受付で詳細確認や現地確認等が必要
・ 国の法令等に基づく手続であり、国の方針による

○オンライン化を阻害する要因

制度や運用を見直し手続のオンライン化を推進することで県民サービスの充実を図る

52.6ポイント上昇

etc対面押印

阻害要因

制度・運用の見直し

各手続をオンライン化

行政手続のオンライン化

〇 オンライン化の推進

〇 オンライン化の状況

オンライン化の阻害要因の一つであった押印の廃止にあわせて

全庁の手続のオンライン化を促進

埼玉県のデジタル化の取組 抜本的な見直しによるデジタル化への対応



埼玉県
行政手続のオンライン化の推進

 デジタル化による業務フローの簡素化

 情報の一元化による事務の効率化

 データ活用による新たなサービス創出

都度申請型の電子申請システムでの申請 データベース型のシステムでの申請

登録申請

変更申請
県民

職員

登録

Excel
等

変更

登録申請

変更申請

変更箇所だけの修正で済む
（ワンスオンリー）

申請毎に承認だけで済む

県民

職員

都度申請型
システム

WEBデータベース
システム

申請内容が常に最新で
一元管理できる

承
認

承
認

承
認

現状 導入後

同じ内容を入れ
直す手間がかかる

申請毎に別システムやExcel等に
入力・修正する必要がある

 手続きの電子化による県民サービス向上

 ワンスオンリーによる手続の簡素化
県民側 行政側

情報を一元化・蓄積していくことで、ワンスオンリーを実現

効果

ワンスオンリーの実現（ＷＥＢデータベースの構築）

一度入力した情報を２度目の申請時に入力を不要とするワンスオンリーの申請を実現可能なデータベース型のシステムを導入し、行政手続のオ
ンライン化を図る。オンライン化にあたり業務プロセスの見直しを実施し、行政側の処理の効率化もあわせて実施する。
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埼玉県のデジタル化の取組 抜本的な見直しによるデジタル化への対応



埼玉県
クラウド活用の推進

• 児童虐待情報共有システム
• 保健所業務システム

（特定給食施設台帳管理システム）
• 被災者支援システム
• 統合型校務支援システム

〇 運用システム

県含め１７団体

〇 共同利用団体

• IaaS （Infrastructure as a Service）

仮想化技術によるハードウェアリソースのオンデ
マンドで提供するサービス

• SaaS（Software as a Service）

ソフトウェアをネットワーク経由でサービスとし
て提供するサービス

• コロケーション
所有者や運用者が異なる設備や機器を同じ施設に
まとめて設置するサービス

● 提供サービス

● 運用状況（令和4年10月時点）

コスト面、セキュリティ面での効果に合わせて、データ活用による県民サービスの向上等に期待

令和元年度より、県内市町村の情報システムを集約する基盤として「埼玉県市町村共同クラウド
（埼玉県クラウド）」を運用。

インターネット

C町B市A市

県内市町村との
共同利用システム

市町村ネットワーク
(県域プライベートネットワーク)

埼玉県 県内市町村

民間クラウドサービス

LGWAN

LGWAN ASP

県

行政専用のセキュアなネットワーク
（LGWAN）を利用した、地方公共団体間で
共同利用可能なASPサービス

各都道府県毎に、県・県内市町村がWebサーバー等を
集約し、監視及びログ分析・解析をはじめ高度なセ
キュリティ対策を実現するシステム基盤

自治体情報セキュリティクラウド
埼玉県クラウド

埼玉県市町村共同クラウド（埼玉県クラウド）の運用
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県ネットワーク
（県庁LAN）

埼玉県のデジタル化の取組 抜本的な見直しによるデジタル化への対応



デジタルによる社会全体の変革
（DX）



埼玉県
埼玉県におけるデジタル化の課題

Withコロナの時代にあって、デジタル化で抜本的にサービスや業務の在り方を変えていくことが必要

抜本的な見直しによる
デジタル化への対応

デジタルによる社会全体の変革

課題３

• 非対面でのサービスが実現できない
• 紙からデジタルへの置き換えでは

デジタル化の方が非効率になる

• 働き手の不足など複雑化する社会
課題の解決が困難

• Society5.0のような社会実現が困難

問
題
点

（デジタライゼーション） （ D X ）
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埼玉県のデジタル化の取組

課題１

紙主体の業務からの脱却

• 職場でないと仕事ができない
• 紙とデジタルの両方を管理で非効率
• デジタルのメリットを最大限生かせない

（デジタイゼーション）

課題２



埼玉県
「埼玉県デジタルトランスフォーメーション推進計画」の策定

計画名称

計画期間

目的

埼玉県デジタルトランスフォーメーション推進計画

令和３年４月から令和6年3月末までの３年間

埼玉県におけるデジタル化を強力に推進し、社会全体の
デジタルトランスフォーメーションによる快適で豊かな
真に暮らしやすい新しい埼玉県への変革を目指す

ＤＸを推進する上での基本的な方針や取り組むべき施策を定める計画を策定

24

デジタルによる社会全体の変革



埼玉県

（１）セキュリティ及び個人情報の
適正な運用

● 施策実施に際してのセキュリティ対策と個人
情報等のデジタルデータの適正な運用

（２）利用の機会等の格差の是正
（デジタルデバイドの解消）

● ウェブアクセシビリティ対応等のデジタルデ
バイド解消を目指した取組の実施

（３）業務継続性の確保

● 災害等の様々なリスクを想定し、デジタルに
よる業務の継続を考慮したサービスの実装

（２）デジタルサービスの充実
● 新技術も含めた県民向け

デジタルサービスの拡充

（３）利用者管理の一元化
● マイナンバーカード活用促進等

利用者の利便性の向上

（６）行政事務のデジタル化
● ペーパーレス化、テレワーク、

ＡＩ活用による業務の効率化等
の推進

（７）システムの標準化
● 各種システムのクラウド活用の

推進、共通仕様等の標準化推進

（８）行政機関連携
● 国、県内市町村等とのシステム

の共同利用やデータ連携推進

（４）事業者DXの支援
● 業種や分野に合わせた、デジタ

ル人材育成等デジタル化の支援

（５）官民データ活用の推進
● 県及び市町村が持つ行政データ

のオープンデータ公開

（１）行政手続のオンライン化

● 県行政手続の申請のオンライン
化推進、手続のワンスオンリー
等による利便性向上

（９）デジタルインフラの整備
● 5G・公衆Wi-Fiの普及促進、行政

の通信インフラの拡充

県民サービス
施策

行政事務施策

事業者サービス
施策

基本施策

共通施策

施策枠組み 施策

計画の施策全体像

「社会全体のデジタルトランスフォーメーション」の実現を目指し、施策を実行

計画詳細 https://www.pref.saitama.lg.jp/a0104/ai/dxplan.html ※埼玉県公式ホームページにリンク
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埼玉県
ＤＸで目指す将来像と工程の明確化・・・ＤＸビジョン・ロードマップ

DXで目指す将来像を「DXビジョン」として設定するとともに、実現に向けた直近３年間の工程を
「ロードマップ」として策定。令和４年１月に県ホームページで公開

26

社会全体のDXの実現による
快適で豊かな真に暮らしやすい

新しい埼玉県への変革

2021 2024 ・・・ 2031

埼玉県DX推進計画
（方針・施策）

DXビジョンの実現にむけた
直近3年間の工程・取組を具体化

総合
ビジョン

対象別
ビジョン

分野別
ビジョン

バックキャスティング

ロードマップ

DXで目指す将来像
を明確化

令和4年1月にDXビジョン・ロードマップを公開

細分化・詳細化

DXビジョン

DXビジョン・ロードマップ詳細 https://www.pref.saitama.lg.jp/a0104/ai/dxvisionroadmap.html ※埼玉県公式ホームページにリンク

デジタルによる社会全体の変革
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DXの推進にあたってのポイント



埼玉県

DX推進体制

（１）トップダウンによる強力な計画の推進

知事自らが旗振り役となって職員の意識を高めるとともに、DX実現に向けた方向性を指示

DX推進会議

CIO（副知事）

企画財政部 部長

議 長

副議長

各部局副部長級職員

構成員

行政・デジタル
改革局長

事務局長

計画の進行を管理するとともに、情報通信技術（ＩＣＴ）の進展に対応した
政策を関連する施策の調整を図る会議体

知事

指揮 報告議論

令和3年4月に開催したDX推進会議において、DX推進に向

けた実行方針等を知事自ら示すとともに、具体的な実行

に際しての考え方についてプレゼンテーションを実施。

プロジェクト（部会）外部専門家

相談 意見
アドバイス

・デジタル技術の活用に関する相談
・セキュリティの確保に関する相談等

・ビジョン・ロードマップ作成
・施策、取組の実行調整

・効果分析
・施策状況報告等

指示 報告

DX推進会議での知事プレゼンテーション風景
（令和 3 年4 月 5 日）

※Zoomにより、DXプロジェクトメンバーも参加

トップ自らのDX方針プレゼンテーション
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埼玉県
（２）組織横断的な連携と実行

組織の横串を刺した連携と実行を図るため、組織横断型のＤＸプロジェクトによりビジョン検討等を実施

DXプロジェクト

統括ユニット

PM、PL、統括ユニットと１６の部局ユニットとで構成。ビジョンの
分類により関係ユニットが集まり組織横断的な検討を実施。

企画財政ユニット

総務ユニット

県民生活ユニット

・・・

プロジェクトマネージャー（PM） プロジェクトリーダー（PL）

ユニットリーダー

ユニットサブリーダー

コアメンバー

ユニットリーダー

ユニットサブリーダー

コアメンバー

ユニットリーダー

ユニットサブリーダー

コアメンバー

ユニットリーダー

ユニットサブリーダー

コアメンバー

・・・

部局ユニット（１６ユニット）

全所属からユニットメンバーとして
必ず１名以上参画

DXプロジェクト構成

DXプロジェクトキックオフミーティング風景
（令和 3 年4 月 12 日）

※会場参加の他、Zoomによりその他メンバーも参加

令和３年度４月始動
ユニットリーダー会議による連携

各ユニットリーダーを中心としたユニットリーダー会議を定期開催し、
ユニットの検討状況や成果物の共有するとともに、進め方や課題等につい
て意見交換やディスカッションを実施。

分野・テーマ別の個別会議

統括ユニット中心に、区分や分野に合わせて関係する部局ユニットが集
まり、ビジョンやロードマップを検討。

Zoom等を活用したプロジェクト全体での情報共有

プロジェクトの会議や打合せは、全てペーパーレスで行い、全庁のファ
イルサーバで共有。また、Zoomによりリーダーだけでなく、関係者が各
会議や打合せに参加し、情報共有を効率的に実施。
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おわりに



埼玉県企画財政部行政・デジタル改革課
TEL 048-830-2121
E-mail a2440-13@pref.saitama.lg.jp 

「D（デジタル）」ではなく 「X（トランスフォーム）」


